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京都府の財政に
ついて、一緒に勉
強するです～！ 

 

◆はじめに・・・ 
 

 みなさんは、お住まいの京都府の「財政」について、どの程
度ご存じですか？ 
 専門用語が多く、とっつきにくい「財政」の世界ですが、
「京都府の財政事情」では、平成24年度の財政状況について、
分かりやすい表現を心がけて作成しました。 
 どうぞご覧ください！ 
 

←「れいこフォント」利用しています 
http://www7.ocn.ne.jp/~reikofon/ 



１－１．平成24年度決算の概要 

 
 平成24年度は、厳しい社会情勢を踏まえ「京都元気に予算」として

積極的に施策を推進するとともに、府税の減収を補うため、行財政
改革にも積極的に取り組んだ結果、過去４番目の決算規模となりま
した。 
 

 歳入に関しては、府税は景気等の影響により約４５億円の減収（対
前年度比９８．１％）となりましたが、徴収率の向上及び府有資産
の売却等により一般財源の確保に努めました。 

 

 歳出に関しては、「発展する京都づくり」「あんしん京都づくり」
「しあわせ京都づくり」「明るい京都づくり」の４つの柱のもと、
中小企業対策や雇用創出対策、防災対策強化などを重点的に行いま
した。 
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１ 歳入及び歳出決算について 
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１－２．歳入の状況 
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 平成２４年度は右記のような歳入

決算となりました。 

 一般財源とは、その使い道を制

限されない財源であり、一般財

源の収入が多いほど自主的な

事業が行いやすいといえます。 

 特定財源とは、その使い道が限

定された財源です。 

 臨時財政対策債は、府債です

が、地方交付税に代わるものと

して、使い道が制限されない財

源であることから、一般財源とし

ています。 

１ 歳入及び歳出決算について 

歳入 
9,341 
億円 

一般 
財源 
5,905 
（63.2%） 

 
 

特定 
財源 
3,436 
（36.8%） 

 
 

府税 
2,346 
（25.1%） 

地方消費税 

清算金 
529 

（5.6%） 

地方交付税・ 
地方特例交付金 

1,716 
（18.4%） 

地方譲与税 
345 

（3.7%） 

臨財債等 
969 

（10.4%） 

国庫 

支出金 
946 

（10.1%） 

使用料・ 
手数料 

83 
（0.9%） 

繰入金 
305 

（3.3%） 

諸収入・ 
その他 
1,315 
（14.1%） 

府債※ 

787 
（8.4%） 

「府債と臨時財政対策債の関係について」 

府債の増加は、臨時財政
対策債の増加が理由であ
ることがわかるです～。 

(億円) 

※臨財債等を除く。 
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○臨時財政対策債とは、地方債の
一種ですが、国が地方交付税と
して地方に交付すべき財源が不
足した場合に、その穴埋めとし
て、地方公共団体が発行するも
のです。 

○形式的には、地方の借金となりま
すが、返済する際の返済資金は
地方交付税が交付されることと
なっています。 
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 平成２４年度は右記のような歳出決算

となりました。 

 

 投資的経費とは、社会資本整備など、

支出の効果が長期にわたる経費（普

通建設事業費など）を指します。 

 

 その他経費には、介護や福祉医療、

中小企業対策、教育に関する経費等

が含まれています。 

１－３．歳出の状況 

１ 歳入及び歳出決算について 

義務的 

経費 
4,034 

（43.3%） 

投資的 

経費 

1,045 

（11.2%） 

その他 
経費 
4,227 
（45.5%） 

人件費 
2,852 
（30.6%） 

扶助費 
132 

（1.4%） 

公債費 
1,050 
（11.3%） 

普通建設費等 
1,045 
（11.2%） 

物件費 
317 

（3.4%） 

補助費等 
2,538 
（27.3%） 

積立金 
228 

（2.5%） 

出資貸付金 
1,144 
（12.3%） 

歳出 
9,306 
億円 

「平成24年度の主な施策とその成果」 

平成24年度は、「①発展する京都づくり」「②あんしん京都づくり」「③しあわせ京都づくり」「④
明るい京都づくり」の４つの柱で京都を元気にする施策を行ったです～。 

①発展する京都づくり 
【主な施策】 
 ・雇用創出対策 
【成果】 
 循環型雇用システムの構築によ
る雇用促進、中小企業や伝統産
業分野を担う人づくり、離職者等
への就労支援、障害者への就労
支援などを実施した結果、約１万
7,000人の雇用を創出しました。 

②あんしん京都づくり 
【主な施策】 
 ・総合防災対策 
【成果】 
 台風等による豪雨災害に備えた
道路・河川などの整備、京都府南
部豪雨により被災した天井川の復
旧、府立学校及び災害拠点病院の
耐震化促進などを実施し、府民の
安心・安全の向上を図りました。 

③しあわせ京都づくり 
【主な施策】 
 ・生きがい実感・暮らし応援対策 
【成果】 
 京都式地域包括ケアを推進するため、基盤となる施設整備を進めるとと
もに、介護保険返戻地域活性化事業としてプレミアム商品券の発行など
を行い、高齢者の元気づくりと地域経済の活性化に大きく寄与しました。 

④明るい京都づくり 
【主な施策】 
 ・感動アリーナ（府立
体育館）の整備 
【成果】 
 国際的・全国的な試
合に対応でき、府民が
より使いやすい体育館
へリニューアルし、平
成25年度には、ワール
ドグランドチャンピオン
ズカップ（ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ）
が開催されました。 



１－４．京都府の家計簿 
 京都府財政を家計に例えたら・・・ 

預金残高    ８１万円（＋10）  ローン残高  ４５２万円(＋28) 
 

※返済時に親（国）から支援される分を除くローン残高 

※決算額1,000億円＝家計簿50万円 
  ( )内は23年度比（単位：万円） 
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貯金を取り崩したりロ-ンを借り入れたり、色々なやりく
りをしていることが分かるです～ 

3 

2 

１ 歳入及び歳出決算について 

収 入 支 出 

１ 給料 １ 生活費 

 ①基本給 
  （府税、財産収入など） 

183万円 (△10) 
 ①食費 
  （人件費） 

143万円 (△1) 

 ②ボーナス 
  （地方交付税、譲与税など） 

132万円 (△1) 
 ②光熱水費等 
  （物件費） 

14万円 (△1) 

２ ローン借入 ２ 医療・介護、経済活動等の経費 

 ①府債 45万円 (＋14) 
  （扶助費・補助費） 

133万円 (＋2) 

 ②ボーナス補てん分 
  （臨時財政対策債） 

43万円 (＋1) 
３ 子どもへの仕送り 
  （貸付金、操出金等） 

57万円 (△11) 

３ 親からの仕送り 
  （国庫支出金） 

47万円 (△1) 
４ 家などの修理 
  （投資的経費、維持修繕費） 

54万円 (＋5) 

４ 貯金の取り崩し 
  （繰入金） 

15万円 (△5) 
５ 借金の返済 
  （公債費） 

53万円 (＋4) 

５ 昨年からの余剰金 
  （繰越金） 

2万円 (±0) 
６ 貯金 
  （積立金） 

11万円 (＋1) 

合計（年額） 467万円 (△2) 合計（年額） 465万円 (△1) 



２－１．普通会計決算による比較 

２ 決算で見る京都府と全国の比較 
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 本章では、普通会計決算及び各指標による京都府と他府県の比較につい

てご説明します。 

 普通会計とは、一般会計と特別会計のうち公営企業会計以外の会計（営

林事業特別会計、母子及び寡婦福祉資金貸付事業特別会計、農業改良資

金助成事業等特別会計、中小企業経営基盤強化資金助成事業特別会計、

公共用地先行取得事業特別会計、公債費特別会計）を統合したもので

す。一般会計は各地方公共団体ごとに会計範囲が異なるため、地方財政

統計上、普通会計が統一的に用いられる会計区分となっています。 
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1,100,000

1,150,000

1,200,000

H20 H21 H22 H23 H24

京都府 全国平均 B2グループ平均 
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「① 決算総額の経年比較」 

【歳入】 【歳出】 （百万円） （百万円） 

※B2グループ：財政力指数が京都府と同規模な都道府県のグループ 
          （静岡県、茨城県、兵庫県、福岡県、京都府、栃木県、群馬県、広島県、三重県、滋賀県、宮城県） 

○平成21年度は国の経済対策の補正予算が編成された結果、全国的に決算額が増加し
ています。 
○平成23年度からは、東日本大震災の災害復旧に対応するため、宮城県を含むB2グ
ループの平均が大きく増加しています。 



２－１．普通会計決算による比較 

２ 決算で見る京都府と全国の比較 
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「② 平成24年度歳入決算の分類構成比による比較」 
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「③ 平成24年度歳出決算（目的）の分類構成比による比較」 
（％） 
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「④ 平成24年度歳出決算（性質）の分類構成比による比較」 
（％） 

想定より税収が落ち込み、減収補塡債を活用したことにより、
地方債の構成比が大きくなっています。 
※減収補塡債：地方税の収入額が、見込み額を下回った場合に

発行できる地方債 

中小企業対策に重点を置いた結果、商
工費の構成比が大きくなっています。 

法令で定数が定められる教職員や警察官のが多い
ため、人件費の構成比がやや大きくなっていま
す。 



２－２．健全化判断比率による比較 

２ 決算で見る京都府と全国の比較 

  実質赤字比率 

  連結実質赤字比率 

  実質公債費比率 

  将来負担比率 

 すべての会計の赤字や黒字を合算して、全体としての赤字の程度を指標化し、財
政運営の悪化の度合いを示すもの 

 借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、公債費等に
よる財政負担の程度を示すもの 

 借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、
将来、財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもの 

 一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの 
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 健全化判断比率とは、財政の早期健全化や再生の必要性を判断す

るため、地方公共団体の財政状況を客観的な指標で明らかにする

ことを目的とした指標で、以下の４指標のことを指します。 

 また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、

平成19年度決算から監査委員の審査に付し、その意見を付けて議

会に報告をした上で、各指標の公表を行っています。 

 上記指標が総務省の規定する基準以上になった場合、以下の計画の策

定義務が生じます。 

 健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化

計画を定めなければならない。 

 再生判断比率（将来負担比率以外の３つ）のいずれかが財政再生基準以上の場合

には、財政再生計画を定めなければならない。 

＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

＝ 
元利償還金等-（特定財源＋基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－基準財政需要額算入額 

＝ 
将来負担額－（充当可能基金＋特定財源見込額等） 

標準財政規模－元利償還金等 
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２ 決算で見る京都府と全国の比較 

平成24年度決算における健全化4指標については、いずれも早期健全化基準、財政

再生基準を大幅に下回る値となっています。 

（実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字額が発生していないため、算

定されません。） 

0% 1% 2% 3% 4% 5%

▲3.75% ●5.00% 【平成24年度実質赤字比率】 

実質赤字比率は算定されません 

14.60% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

▲25% ●35% 【平成24年度実質公債費比率】 

0% 3% 6% 9% 12% 15%

●15.00% ▲8.75% 【平成24年度連結実質赤字比率】 

連結実質赤字比率は算定されません 

251.7% 

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350% 400%

【平成24年度将来負担比率】 ▲400% 

全国順位：２０位 
全国平均：１４．８ 

全国順位：３９位 
全国平均：２０８．５ 

▲早期健全化基準 ●財政再生基準 

※将来負担比率基準（▲）については早期健全化基準のみ。 

２－２．健全化判断比率による比較 
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1～10位グループ 

11～20位グループ 

21～30位グループ 

31～47位グループ 

財政の自由度・自主性と財政負担のバランスで見る京都府 

※財政力指数と実質公債費比率の全国順位の合計でランク付けしたもの 

  財政力指数及び実質公債費比率は平成22～24年平均 

京都府の総合ランク：全国第10位※ 

財政力指数：0.56（全国第11位） 
実質公債費比率：14.6％（全国第20位） 

財政の自由度・自主性
を示す「財政力指数」と
財政の健全性を示す「実
質公債費比率」ともに良
好な水準に位置してい
ることがわかるです～。 



２－３．その他の指標による比較 

２ 決算で見る京都府と全国の比較 

  財政力指数 

府の財政運営に必要なお金を自前の収入でどれだけ賄えているかを表します。 
財政力指数が高いほど、自主財源の割合が高く、財政力が強い団体といえます。 
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0.65 0.64 
0.61 

0.57 0.56 

0.52 0.52 
0.49 

0.47 0.46 

0.4

0.5

0.6

0.7

H20 H21 H22 H23 H24

京都府 

全国平均 

  経常収支比率 

毎年度決まって入ってくる収入が、決まって支払わなければならない経費にどれだけ使われたかを
表します。比率が低いほど、財政運営に弾力性があり自由に使える財源が多いことを示します。 

96.9 

95.8 

93.6 

95.4 
95.0 

95.3 95.3 
95.3 

93.9 
94.1 

92

94

96

98

100

H20 H21 H22 H23 H24

京都府 

全国平均 

  ラスパイレス指数 

国家公務員行政職の給与を基準とした地方公務員行政職の給与水準を表す数値です。 
（H24数値は、国の臨時減給措置を考慮しない数値です） 

100.3 
100 

99.3 99.2 
99.5 

99.1 
98.6 

98.8 
99.2 

99.3 

97

98

99

100

101

H20 H21 H22 H23 H24

京都府 全国平均 

H24全国順位：11位 
 全国平均と比較して高い水準を維
持していますが、税収の落ち込み等
により数値は低下しています。府税
の徴収率の向上を更に進めるなど、
自主財源の確保に努めていくこととし
ています。 

H24全国順位：33位 
 全国平均より高い水準となっていま
すが、政令指定都市を抱える都道府
県では、法令で定められている教職
員や警察官の定数が多くなるため、
経常的経費の割合が高くなる構造に
あることが原因です。本府では、「府
民満足最大化プラン」に基づき、人
件費の削減や事業見直しなどにより
改善を図っています。 

H24全国順位：28位 
 全国平均と比較して高い給与水準
でしたが、給与費プログラムによる総
人件費抑制に取り組み、全国平均水
準まで改善しています。引き続き人
件費の適切な管理に取り組んでいき
ます。 



２－４．行政改革の取組 
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限られた財源の中で最大限の効果を得られる事業を行うため、京都府では

下記をはじめとする行政改革にも取り組んでいます。 

◎５つの視点 

◆府民ニーズ第一の視点 

◆地域協働の推進・事業仕分けの視点 

◆業務プロセスの徹底した簡素化の視点 

◆人材強化育成の視線 

◆持続的・安定的供給の視点 

府民満足最大化プラン 

 府民満足最大化プランとは、人材･資

金･施設等の限られた財産を府民満足

という一点に集中させて府政を推進す

ることで､府民の皆さんが将来にわたっ

て幸福を実感できる京都府づくりを実

行するものです。 

 歳出の大きな割合を占めている人件

費・公債費については、「給与費プログ

ラム」、「公債費プログラム」により改革

を進めています。 

 そのほか、既存施策の再構築などを実

行し、５箇年で約６００億円の収支改善

を目指します。 

公債費プログラム 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 

達成額 145 197 164 142 127 

６００億円の目標を 

前倒しで達成！ 

 公債費プログラムとは、「公債

費（借金の返済）＋普通建設

事業費」を、原則平成１７年度

ベースとし、健全財政を維持

するギリギリの線で投資を行

い、府債残高を適切にコント

ロールするための取組です。 
 

 府債残高の現状は右記のとお

りです。 

（平成２１年度～２５年度） 

11,000

11,500

12,000

12,500

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

平成24年度決算をピークに平成25

年度より府債残高が減少の見通し 

実績（H18～H24） （臨時財政対策債、災害復興関連起債除く） 

２ 決算で見る京都府と全国の比較 



 ３－１．財務諸表とは 
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財務諸表から分かることは？ 

  貸借対照表 

  行政コスト計算書 

  純資産変動計算書 

  資金収支計算書 

 地方公共団体の純資産（貸借対照表上の資産と負債の差
額）が一定期間内にどれだけ増減したかを示します。 

 現金などの資金の流れ（収支）を示すものであり、その性質
に応じて区分して表示しています。 

 地方公共団体の各分野の経常的な活動に伴うコストに対
し、使用料・手数料等で賄う受益者負担がどれだけあったの
かを示します。 

 地方公共団体がどれだけの資産や債務を有するかについて
の情報を示します。 

 各表の分析を行うことで、京都府がどのような資産を形成
し、どのような行政サービスを行ったのかが分かります。 
 

 また、現役世代と将来世代の受益と負担の関係も明らかに
なります。 

京都府では、平成２０年度決算から「総務省方式改訂モデル」で
以下の財務４表の作成、公表を行っています。 

３ 財務諸表について 
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 ３－２．財務４表の相互関係 

 
【資 産】 

 

２兆８，１３９億円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【負 債】 

 

２兆１，２７８億円 
 
 
 

 行政コスト計算書 

経常行政コスト 
６，６３９億円 

 
 

経 常 収 益 
１０８億円 

 
 
 
 
 

－
 

＝
 

【純資産】 
６，８６１億円 

 純資産変動計算書 

期首純資産残高 
７，３９８億円 

 
 
 
 
 

一般財源、補助金受入等 
５，９９４億円 

 
 
 

－
 

＋
 

純経常行政コスト 
６，５３１億円 

＝
 

 資金収支計算書 

収   入  ９，０４７億円 
 

支   出  ９，０５８億円 
 

当年度歳計現金増減額 △１１億円 
 
 

期首歳計現金残高  ６６億円 

 
 
 
 

－
 
＝

 
＋

 
＝

 

 貸借対照表 

財務４表は、以下のように相互に関連しています。 

期末歳計現金残高 
５５億円 

期末純資産残高 
６，８６１億円 

純経常行政コスト 
６，５３１億円 

うち歳計現金 
   ５５億円 

次のページから、財務４表の各表の中身について
見ていくです～。 

３ 財務諸表について 
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 ３－３．貸借対照表 

 

●公共資産 ２兆４,９５９億円 ※ 
 
 ○使う資産（インフラ、施設）※ 
 
  →道路や学校等の公共資産整備   
       ２兆４，９４５億円 
 

 ○売れる資産（売却予定土地）※ 
 
  →旧庁舎等の跡地   １４億円 
 

●投 資 等   ２,１９２億円 
 
 ○回収する資産(貸付金、未納税金等) 

 
 →①公社、三セク等への出資金 
  （間接的な行政サービス提供） 

           ８９８億円 
 →②貸付金、基金 
   (母子家庭支援、中小企業支援等 
  特定の目的を持った貸付金、基金) 

         １，２２６億円 
 →③長期(1年以上)延滞債権 
  (府税、施設使用料等)  ８５億円 
 

 →④回収不能見込額 
            ▲１７億円 
 

●流動資産    ９８８億円  
 →①現金預金 
             ９６０億円 
     (うち歳計現金 ６６億円) 
 

 →②未収金      ２８億円 
 
 
 

 

資 産（現在保有している財産） 負 債（将来世代の負担） ※ 

●国の負担、過去・現世代の負担 
 

 ①公共資産の取得に係る国の補助金 

           ６,０９３億円 

 ②公共資産の取得のため投下した費用の
うち国庫と借金以外の金額 

         １兆３,６０５億円 

 ③翌年度以降に自由に使える財源 

        ▲１兆２,８４３億円 

 ④資産評価による差額    ６億円 
 

純資産合計     ６，８６１億円 

資産合計 
２兆８，１３９億円 

負債・純資産合計 
２兆８，１３９億円 

純資産（現在の資産） 

次のページから、※の部分をはじめ 
貸借対照表の詳細についてご説明するです～。 

●将来世代の負担 

 ○固定負債 １兆７,８８０億円 
 （24年度以降支出分） 

  ①地方債    １兆５,４５３億円 

  ②長期未払金(債務負担行為) 

              ５６億円 

    ③退職手当引当金 ２,１７２億円 

  ④損失補償等引当金  １９９億円 

  

○流動負債    ３,３９８億円 
 （23年度支出分） 

  ①地方債      ２,９９３億円 

  ②退職手当      ２５１億円 

  ③賞与引当金等    １５４億円 
 

負債合計    ２兆１，２７８億円 

３ 財務諸表について 
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３－３．貸借対照表 

   使う資産 の内訳は？ 

6,520  

1,394  

4,544  

1,295  

3,005  

1,532  

608  

1,371  

8  
190  

1,673  

2,333  

472  

0
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 有形固定資産の中で最も多

額なのが道路、河川をはじめ

とする土木施設で、全体の７

６%を占めています。 

 

 そのほか、産業振興では農

林水産業整備(1,386億円)、

教育では高等学校(1,485億

円）が大きな資産となってい

ます。 

有形固定資産 金額 構成比 主な施設     （単位：億円） 

18,898 
(18,874) 

75.8 
(75.6)  

2,333 
(2,358) 

9.3 
(9.4)  

 190 
(194) 

0.8 
(0.8)  

8 
(5) 

0.0 
(0.0) 

 

1,673 
(1,675) 

6.7 
(6.7)  

 472 
(481) 

1.9 
(1.9)  

 1,371 
(1,390) 

5.5 
(5.6)  

 24,945 
(24,977) 

100.0 
(100.0) （ ）内は、前年度数値 

３ 財務諸表について 
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３－３．貸借対照表 

   売れる資産 の内訳は？ 

有形固定資産 金額 構成比 主な施設  

0 
(16) 

0 
(1.4) 

428 
(80) 

31.2 
(6.9) 

 

 122 
(122) 

8.9 
(10.6) 

 

5 
(5) 

0.4 
(0.4) 

 

59 
(161) 

4.3 
(13.9) 

 59 
(552) 

4.3 
(47.8) 

 

 699 
(220) 

50.9 
(19.0) 

 

  1,372 
(1,156) 

100.0 
(100.0) （ ）内は、前年度数値 
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H23 H24

(単位：百万円) 

 元桃山職員住宅跡地及
び元府立図書館仮施設
跡地を新しく売却可能資
産としたことにより、教育と
総務の占める割合が大き
くなっています。 
 

 元長岡競馬場敷地及び
元東山警察署跡地の売
却が進んだことにより、産
業振興資産及び警察資
産は減額となっていま
す。 

(単位：百万円) 

３ 財務諸表について 



 
                           ７５．６％ 
 負債 ２兆１,２７８億円／資産 ２兆８,１３９億円 
 

 
                           ８６．７％ 
（翌年度償還予定額を含む） 
地方債残高 １兆８,４４６億円／負債 ２兆１,２７８億円 
※地方債残高には、将来地方交付税で財源措置される９,３２５億円を含みます 

 
                           ７３．９％ 
地方債残高 １兆８,４４６億円／公共資産 ２兆４,９５９億円 

 
 
 
 
 
 
                    
                            ３．１年 
資産合計 ２兆８,１３９億円／歳入総額 ９,１１３億円 
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３－３．貸借対照表 

   全体を通じて分かることは？ 

資産に対する負債 

負債に対する地方債残高 

将来世代負担比率 

歳入額対資産比率 

 

 公共資産に対する地方債残高の割合を算出し、将来返済しなければならな
い地方債によってどのぐらいの資産が形成されているかを明らかにすること
で、将来世代の負担割合を見ることができます。 

 なお、地方債残高から将来地方交付税で財源措置されるものを控除して算
出した場合、比率は３６．５％になります。 
 

 

 歳入総額に対する資産の比率であり、これまでに形成されたストックである
資産に何年分の歳入が充当されたかを表します。 

 なお、算出基礎の歳入総額は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額
に期首歳計現金残高を加算して算出しています。 
 
 

３ 財務諸表について 
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 ３－４．行政コスト計算書 

 行政コスト計算書とは、人的サービスや給付サービスなど資産形成につな 
 がらないコスト面に着目し、どのようなサービスにどれだけコストがかか 
 っているかを把握できるものです。 
 

                 １．６％ 
 
  経常収益  １０８億円／経常行政コスト  ６,６３９億円 

 
 
 
   

 

                ２６．６％ 
 

  経常行政コスト  ６,６３９億円／公共資産  ２兆４,９５９億円 

 行政コスト計算書から分かることは？ 

受益者負担比率 

行政コスト対公共資産比率  

 行政コスト計算書における経常収益の、行政コストに対する比率を算定することによ

り、行政サービスに対する受益者負担の割合を見ることができます。 

 公共資産に対する行政コストの割合から、資産を活用するためにどれだけのコスト

がかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけのサービスを提供してい

るか、ハード・ソフト両面のバランスを見ることができます。 

（ ）内は、前年度数値 

３ 財務諸表について 

①経常行政コスト        ６,６３９億円（6,760億円） 
 

 府の人件費や社会保障給付等といった資産形成に結びつかない行政サービスに対するコスト 

・人に関するコスト（人件費・退職手当等） ２，５４１億円 （2,822億円） 

・物に関するコスト（物件費・減価償却費等）１，００３億円 （1,022億円） 

・移転支出的なコスト（社会保障給付等）  ２，８３５億円 （2,665億円） 

・その他のコスト（支払利息、回収不能額等）   ２６０億円 （ 251億円） 

②経常収益（①の対価として得られた財源） １０８億円（95億円） 

・使用料・手数料                ６９億円 （  75億円） 

・分担金・負担金・寄附金            ３９億円 （  20億円） 

③純経常行政コスト（①－②）  ６,５３１億円（6,665億円） 

 純経常行政コストは、民間の損益計算書で表される利益の概念とは異なり、地方税や交付税といっ
た一般財源で賄わなければならないコストです。 



• 純経常行政コスト    ▲６，５３１億円 

• 地方税          ２，５９１億円 

• 地方交付税        １，７０５億円 

• その他行政コスト充当財源   ７７４億円 

• 国補助金等受入        ９４６億円 

• 臨時損益           ▲２２億円 
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●平成２３年度末純資産     ７,３９８億円 

●平成２４年度末純資産         ６,８６１億円 
 ◇国の負担                   ６,０９３億円 
 ◇国庫と借金以外の投下金額         １兆３,６０５億円 
 ◇翌年度以降に自由に使える財源      ▲１兆２,８４３億円 
 ◇資産評価差額                     ６億円   

 ３－５．純資産変動計算書 

 純資産変動計算書から分かることは？ 

 純資産変動計算書とは、貸借対照表の
純資産の部に計上されている各数値が
１年間でどのように変動したかを表す
計算書で、地方公会計特有の計算書
です。 

 平成24年度は、537億円の純資産の減
となりましたが、平成23年度の653億円
減と比較して、緩やかな減少幅となって
います。 

 
【資産】 
２兆 

8,139億円 
 
 
 

 
【負債】 
２兆 

1,278億円 
 
 

【純資産】 

6,861億円 

◆貸借対照表 

３ 財務諸表について 
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 ３－６．資金収支計算書 

 資金収支計算書とは、歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異なる３つの
活動に区分して、どういう活動に資金が必要とされ、その資金をどう賄ったのかが
わかります。 
 

 「経常的収支」の収支余剰分で「公共資産収支」及び「投資・財政的収支」の赤字
を穴埋めする関係になります。 

 資金収支計算書から分かることは？ 

（ ）内は、前年度数値 

３ 財務諸表について 

●経常的収支の部 

○支出  ５，７９１億円（5,770億円） 
 ・人件費      ２，８１４億円（2,840億円） 
 ・補助金等     ２，２４４億円（2,181億円） 
 ・物件費、支払利息等  ７３３億円（ 749億円） 収支差 

  ９９５億円 
  (1,028億円) 

○収入  ６，７８６億円（6,798億円） 
 ・地方税      ２，５９３億円（2,632億円） 
 ・地方交付税    １，７０５億円（1,730億円） 
 ・地方債      １，１１９億円（ 930億円） 
 ・国庫補助金等   １，３６９億円（1,506億円） 

●公共資産整備収支の部 

○支出  １，０７６億円（ 999億円） 
 ・公共資産整備     ６５１億円（ 698億円） 
 ・公共資産整備補助金等 ４２５億円（ 286億円） 収支差 

 ▲１６０億円 
  (▲197億円) ○収入    ９１６億円（ 802億円） 

 ・地方債        ６１５億円（ 516億円） 
 ・国庫補助金等     ３０１億円（ 286億円） 

●投資・財務的収支の部 

○支出  ２，１９１億円（2,298億円） 
 ・貸付金      １，０８５億円（1,269億円） 
 ・地方債償還      ８４３億円（ 771億円） 
 ・基金積立金等     ２６３億円（ 258億円） 

収支差 
 ▲８４６億円 
  (▲833億円) ○収入  １，３４５億円（1,465億円） 

 ・貸付金回収    １，０７０億円（1,248億円） 
 ・国庫補助金等     ２７５億円（ 217億円） 

期首歳計 
現金残高 

 
６６億円 

増減額 
 

▲１１億円 

期末歳計 
現金残高 

 
５５億円 
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①経常行政コスト             ２６万円 
 

 人に関するコスト（人件費・退職手当等）                 １０万円 
 

 物に関するコスト（物件費・減価償却費等）                ４万円 
 

 移転支出的なコスト（社会保障給付等）                 １１万円 
 

 その他のコスト（支払利息・回収不能額等）                １万円 

○貸借対照表 

 使う資産(公共資産)      ９６万円 
 ・生活インフラ等        ７３万円 
 ・教育              ９万円 
 ・産業振興           ６万円 
 ・その他           ８万円 
 回収する資産(投資等)    ９万円 
 流動資産          ４万円 

 

資 産      １０９万円 
(現在保有している財産)  

 固定負債(H26年度以降支出分) 
                  ６９万円 
 流動負債(H25年度支出分） 
                  １３万円 

負 債    ８２万円 
(将来世代の負担) 

純資産    ２７万円 

○行政コスト（年間） 

②経常収益(資産の使用料・手数料等)              ０万円 

 教育（教員人件費、授業料免除など学校運営のための経費）          ８万円 
 

 福祉（社会保障給付、社会福祉施設等の整備補助などの経費）        ５万円 
 

 警察（警察官人件費、安心安全のための各取組などの経費）         ３万円 
 

 生活インフラ等（資産の維持管理、減価償却などの経費）          ３万円 
 

 その他（産業振興、環境衛生などの経費）                 ７万円 

③純経常行政コスト(①－②)            ２６万円 

 ３－７．府民一人当たりでは？ 

３ 財務諸表について 
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連   結 

地方公共団体 

◎普通会計 

○公営企業会計 

地方独立行政法人 

地方三公社 

三セク 

 府の出資割合が 

 25％以上の団体等 

 連結行政コスト計算書  連結貸借対照表 

 連結財務諸表とは、府の「普通会計」のほか、府の公営企業会計
及び三セクなど、府の関与が大きい関係団体を一つの行政サービ
ス実施主体とみなして、連結して作成する財務諸表のことです。 

 資産・負債等の全体像を明らかにすることで、総体としての財務
状況が明確となります。 

 ３－８．連結財務諸表について 

 連結財務諸表から分かることは？ 

・経常行政コスト   ７，７０５億円 
 
 
・経 常 収 益     １，０１５億円 
 
 
・純経常行政コスト  ６，６９０億円 

 連結純資産変動計算書 

・期首純資産残高     １兆８２９億円 
 
・純経常行政コスト    ６，６９０億円 
 
・一般財源、補助金等受入５，８９６億円 
 
・臨時損益等         ▲２８億円 
 
・期末純資産残高       １兆７億円 

 連結資金収支計算書 

・収   入     １兆５２億円 
 
 
 
・支   出    １兆１９８億円 
 
 
 
・当年度歳計現金増減額 ▲１４６億円 

【資 産】 
３兆３，１２２億円 
 
・公共資産     
 ２兆９，４３９億円 

・投資等       
    ２，３８７億円 

・流動資産     
    １，２８６億円 

・繰延勘定     
      １０億円 

【負 債】 
２兆３，１１５億円 
 
・固定負債     
   １兆９，３２９億円 

・流動負債     
      ３，７８６億円 

【純資産】 
    １兆７億円 

－
 

＝
 

－
 
＋

 
＋

 
＝

 
－

 
＝

 

３ 財務諸表について 



 
○有形固定資産 
 府が保有する公有財産のうち道路、河川、学校、庁舎などの不動産や動産を計上している。
昭和４４年度以降の普通建設事業費の合計により有形固定資産を算出し、土地以外について
は、区分毎に設定された耐用年数に基づき、定額法により減価償却を行っている。 
 （耐用年数の例）道路４８年、庁舎等５０年など 
 
○投資損失引当金 
 市場価格のない「投資及び出資金」のうち連結対象団体及び会計に対するものについて、実
質価額（時価）が著しく低下した場合は、実質価額と取得原価の差額を引当金として計上する。 
 
○貸付金 
 府から第三者への貸付金について残高を計上する。 
 
○基金 
 特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て又は定額の資金を運用するために設け
られる資金又は財産を計上する。なお、「財政調整基金」及び「府債管理基金」については、後
述の「現金預金」に計上する。 
 （特定目的基金）緑と文化の基金、府民の力応援基金など 
 （定額運用基金）市町村未来づくり基金、土地基金、用品調達基金など 
 
○長期延滞債権 
 府税、使用料・手数料、貸付金償還金などに係る収入未済額のうち、当初調定年度がＮ－１
年度以前のもの（＝１年以上の長期にわたる未収金）を計上する。 
 
○回収不能見込額 
 長期延滞債権のうち、過去の不納欠損の状況などから回収不能となることが見込まれる金額
を計上する。 
 
○現金預金 
 形式収支（Ｎ年度の歳入総額から歳出総額を差し引いた金額）及び基金のうち流動性の高い
「財政調整基金」、「府債管理基金」の残高を計上する。 
 「財政調整基金」・・・年度間の財源の不均衡を調整するための基金 
 「府債管理基金」・・・府債の償還及びその信用維持のための基金 
 
○未収金 
 府税、使用料・手数料などの収入未済額のうち、当初調定年度がＮ年度のもの（１年以内の収
入未済額）を計上する。なお、未収金のうち１年以上の長期にわたるものについては、前述の
「長期延滞債権」に計上する。 

◆用語説明 貸借対照表 【資産の部】 



 
○地方債 
 Ｎ年度末の府債残高（＝府の借入金残高）から翌年度償還予定の額を控除した額を計上す
る。 
 
○長期未払金 
 債務負担行為のうち既に確定した債務と見なされるもの（相手方の行為の履行があったもの）
で、Ｎ＋２年度以降の支出予定額を計上する。 
 
○退職手当引当金 
 Ｎ年度末に全職員が普通退職したと仮定した場合に必要となる退職手当から翌年度支払予
定退職手当額を除いた額を計上する。 
 
○損失補償等引当金 
 履行すべき額が確定していない損失補償債務のうち、財政健全化法上、将来負担比率の算
定に含めた将来負担額（＝バランスシート注記※４の「第三セクター等債務負担見込額」）を計
上する。 
 
○翌年度償還予定地方債 
 Ｎ年度末の府債残高（＝府の借入金残高）のうち翌年度償還予定の元金償還額を計上す
る。 
 
○短期借入金（翌年度繰上充用金） 
 歳入が歳出に不足する場合で、翌年度の歳入を繰り上げてその歳入に充てる金額を計上す
る。 
 
○未払金 
 債務負担行為のうち既に確定した債務と見なされるもの（相手方の行為の履行があったもの）
のうちＮ＋１年度の支出予定額を計上する。 
 
○翌年度支払予定退職手当 
 「退職手当引当金」の算定において除外した翌年度支払予定退職手当額を計上する。 
 
○賞与引当金 
 Ｎ＋１年度に支払うことが予定されている期末・勤勉手当のうち、Ｎ年度負担相当額を計上す
る。６月支給の期末・勤勉手当は、１２月から５月までを支給対象期間としているため、６月に支
払うことが予定される期末・勤勉手当のうち６分の４（４月／６月）を計上する。 
 

◆用語説明 貸借対照表 【負債の部】 



 
○公共資産等整備国庫補助金等 
 「有形固定資産」などの形成にあたり交付を受けた国庫補助金等の累計額を計上する。な
お、「有形固定資産」に係るものについては、有形固定資産の減価償却に合わせて減価償却
を行う。 
 
○公共資産等整備一般財源等 
 「有形固定資産」などの形成にあたり投入した財源のうち府債などの負債及び「公共資産等
整備国庫補助金等」を除いた額を計上する。 
 
○その他一般財源等 
 「資産と負債の差額」から「その他一般財源等」以外の純資産合計を控除した額を計上する。 
 
○資産評価差額 

 「売却可能資産」や「投資及び出資金」の時価評価により生じた評価差額を計上する。 

◆用語説明 貸借対照表 【純資産の部】 



○人件費 
 職員等に対し支払われる給与や報酬を計上する。ただし、退職手当支給額は、「退職給与引当金繰
入」に別途計上する。 
 
○退職手当引当金繰入等 
 Ｎ年度末における「退職手当引当金」の対前年度増減額を計上する。 
 
○賞与引当金繰入額 
 Ｎ年度末における「賞与引当金」の対前年度増減額を計上する。 
 
○物件費 
 旅費、需用費、役務費、委託料、備品購入費などを計上する。 
 
○維持補修費 
 施設等の効用を維持するための費用を計上する。 
 
○減価償却費 
 有形固定資産が使用可能期間（耐用年数）にわたって漸次価値が減少するものと仮定し、その価値
減少分を減価償却費として計上する。 
 
○社会保障給付 
 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、障害者自立支援法などの法令に基づいて、現金または物
品として被扶助者に対して支出する費用を計上する。 
 
○補助費等 
 第三者に対する負担金、補助金及び交付金などを計上する。 
 
○他会計等への支出額 
 府の普通会計以外の会計に対して支出した繰出金のうち、貸付金など資産の増減に関する以外の
費用を計上する。 
 
○他団体への公共資産整備補助金等 
 市町村、民間等が行う公共施設の新設などに対する府の補助金、負担金などを計上する。 
 
○支払利息 
 府債及び一時借入金の返済時に支払う利息を計上する。 
 
○回収不能見込計上額 
 Ｎ年度末における「回収不能見込額」の対前年度増減額を計上する。 
 
○その他の行政コスト 
 上記のコスト以外の経常行政コストを計上する。 

◆用語説明  
行政コスト計算書 【経常行政コスト】 



○使用料・手数料 
 施設・設備利用等に係る使用料及び手数料を計上する。 
 
○分担金・負担金・寄附金 
 分担金・負担金及び寄附金を計上する。 

「経常行政コスト」と「経常収益」の差額を計上する。通常マイナスの数値となるが、マイナスと
なった部分は、府税や地方交付税などの一般財源で賄うこととなる。 

１ 一般財源 
 「地方税」、「地方交付税」など、「行政コスト計算書」における「経常収益」以外の歳入を計上
する。 
 
２ 補助金等受入 
 国庫補助金等を「公共資産等整備」の財源となったものと「行政コスト」の財源となったものに
分類し計上する。 
 
３ 臨時損益 
 災害復旧に伴う経費や公共資産の除売却損益など臨時的な損益を計上する。 
 
４ 科目振替 
 公共資産整備への財源投入や公共資産処分による財源増加など財源の移動を整理して計
上する。 
 
５ 資産評価替えによる変動額 
 売却可能資産などの時価評価に伴う増減額を計上する。 

◆用語説明  
行政コスト計算書 【経常収益】 

行政コスト計算書 【純経常行政コスト】 

純資産変動計算書 



１ 経常的収支の部 
 人件費や物品の購入、維持修繕などの経常的支出や府税、地方交付税、使用料・手数料
等の経常的収入に係る資金収支を計上する。 
 
２ 公共資産整備収支の部 
 有形固定資産の整備に係る支出やその財源となる国庫補助金、府債、基金取崩額など投
資的な資金収支を計上する。 
 
３ 投資・財務的収支の部 
 外郭団体等への出資金、第三者に対する貸付金、府債の償還などの支出やその財源とな
る国庫補助金や貸付金回収など投資・財務活動による資金収支を計上する。 

◆用語説明 資金収支計算書 


